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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。 

Ⅴ-2-9-3-4 原子炉建屋基礎盤の耐震性についての計算書 
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別紙 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した検討（原子炉建屋基礎盤） 
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1. 概要 

原子炉建屋基礎盤は，原子炉格納容器の底部に該当する部分（以下「原子炉格納容器底部コン

クリートマット」という。），二次格納施設にあたる原子炉建屋原子炉棟のうち，原子炉格納容器

底部コンクリートマット以外の基礎（以下「原子炉棟基礎」という。）及び原子炉建屋付属棟の基

礎（以下「付属棟基礎」という。）で構成される。 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，原子炉建屋基礎盤のうち，

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであ

り，その評価は，地震応答解析による評価及び応力解析による評価により行う。なお，原子炉格

納容器底部コンクリートマットの評価については，添付書類「Ⅴ-2-9-2-2 原子炉格納容器底部

コンクリートマットの耐震性についての計算書」にて実施する。 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持構

造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備の間接支持構造物」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

位置 

原子炉建屋基礎盤を含む原子炉建屋の設置位置を図 2-1 に示す。 

 

 

 

図 2-1 原子炉建屋基礎盤を含む原子炉建屋の設置位置 
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構造概要 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎を含む原子炉建屋基礎盤は，その上部構造である原子炉本体の

基礎（以下「RPV 基礎」という。），原子炉格納容器（以下「PCV」という。），その周囲の壁（以

下「シェル壁（S／W）」という。），原子炉棟の外壁（以下「内部ボックス壁（I／W）」という。）

及び付属棟の外壁（以下「外部ボックス壁（O／W）」という。）を支持する鉄筋コンクリート造

の基礎スラブであり，原子炉格納容器底部コンクリートマット，原子炉棟基礎及び付属棟基礎

で構成される。 

原子炉棟基礎は，原子炉格納容器底部の圧力バウンダリを構成する原子炉格納容器底部コン

クリートマットと一体となっている。その平面規模は，南北方向 45.5 m，東西方向 42.5 m，厚

さは 5.0 m で，支持地盤である砂質泥岩上に人工岩盤を介して設置されている。また，この基

礎は付属棟基礎と一体となっており，付属棟基礎を含む平面規模は，南北方向 68.5 m，東西方

向 68.25 m となっている。 

原子炉建屋基礎盤の概略平面図及び概略断面図を図 2-2 及び図 2-3 に示す。 
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図 2-2 の概略平面図（EL.－4.0 m） 
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図 2-3（1／2） 原子炉棟基礎及び付属棟基礎を含む原子炉建屋基礎盤 

概略断面図（A－A断面 EW 方向） 
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図 2-3（2／2） 原子炉棟基礎及び付属棟基礎を含む原子炉建屋基礎盤 

概略断面図（B－B断面 NS 方向） 
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評価方針 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持

構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震

動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地震

時に対する評価」という。）及び基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に

対する評価」という。）を行うこととし，それぞれの評価は，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋

の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づ

き，地震応答解析による評価においては接地圧の評価を，応力解析による評価においては断面

の評価を行うことで，原子炉棟基礎及び付属棟基礎の地震時の構造強度及び支持機能の確認を

行う。評価にあたっては，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」による地盤物

性のばらつきを考慮する。なお，接地圧の評価においては，原子炉格納容器底部コンクリート

マットを含めた原子炉建屋基礎盤に対する評価を実施する。

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価

を行うこととする。ここで，原子炉棟基礎及び付属棟基礎では，運転時，設計基準事故時及び

重大事故等時の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重大

事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設と同一となる。 

更に，原子炉格納容器底部コンクリートマットは設計基準対象施設においては「Ｓクラス施

設」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備」に分類され，それぞれの分類に応じた耐震評価を実施している。原子炉棟基礎及び付

属棟基礎について，原子炉棟基礎が原子炉格納容器底部コンクリートマットに接続し，付属棟

基礎が原子炉棟基礎に接続し，基礎全体として一体となっていることから，原子炉格納容器底

部コンクリートマットのそれぞれの分類に応じた耐震評価における荷重の組合せに対しても間

接支持構造物としての機能を有していることを確認する。なお，原子炉格納容器底部コンクリ

ートマットは，添付書類「Ⅴ-2-9-2-2 原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震計につ

いての計算書」に示すとおり，荷重状態Ⅲ～Ⅴに対する評価を実施しているが，原子炉棟基礎

及び付属棟基礎に求められる機能が支持機能であり，許容限界が終局耐力であることを踏まえ，

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の機能維持に対して支配的となるＳｓ地震時に対する評価を行う

とすることから，本評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の評価フローを図 2-4 に示す。 
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図 2-4 原子炉棟基礎及び付属棟基礎の評価フロー 

評価開始 

地震応答解析による評価＊ 

接地圧の評価 

○構造強度の確認

基本方針 

評価終了 

応力解析による評価＊ 

断面の評価 

○構造強度の確認

○機能維持の確認

・支持機能の維持

注 ：[ ]内は，本資料における章番号を示す。 

注記 ＊：添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

[2]

[3] [4]

[5.1]

[5.1] 

[5.2]

[5.2] 
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適用規格・基準等 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力度編ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）

・ 建築基準法・同施行令

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説―許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

1999）

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005）

（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）

2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省住宅局建築指導課・国土交

通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所・日本建築行政会議，2015）

（以下「技術基準解説書」という。）

建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001）（以下「「基礎指針」」という。）
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3. 地震応答解析による評価方法

地震応答解析による評価において，原子炉棟基礎及び付属棟基礎の構造強度については，添付

書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」に基づき，最大接地圧が許容限界を超えないこ

とを確認する。 

地震応答解析による評価における原子炉棟基礎及び付属棟基礎の許容限界は，添付書類「Ⅴ-2-

1-9 機能維持の基本方針」に基づき，表 3-1 及び表 3-2 とおり設定する。

表 3-1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 
基礎地盤 

最大接地圧が構造強

度を確保するための

許容限界を十分下回

ることを確認 

極限支持力度＊1 

2480 kN/m2 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

及び 

静的地震力

基礎地盤 

最大接地圧が構造強

度を確保するための

許容限界を超えない

ことを確認 

短期許容支持力度＊2

1650 kN/m2 

注記 ＊1 ：極限支持力度は，「基礎指針」に基づき次式により算出する。 

＝	 	 	 	 	 	 	 	 	 ൅ 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ൅

ここで， ： 直接基礎の単位面積あたりの極限鉛直支持力度（kN/m2） 

，	 	 ，	 	  ： 支持力係数 

： 支持地盤の粘着力（kN/m2）	

： 支持地盤の水中単位体積重量（kN/m3） 

： 根入れ部分の土の水中単位体積重量（kN/m3） 

， ： 基礎の形状係数 

： 基礎の寸法効果による補正係数 

， ， ： 荷重の傾斜に対する補正係数 

： 基礎幅（m） 

： 根入れ深さ（m） 

＊2 ：短期許容支持力度は，「基礎指針」及び原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４

６０１－1987（（社）日本電気協会）より，表 3-1 に示す極限支持力度の 2/3 以下

として設定する。 
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表 3-2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 
基礎地盤 

最大接地圧が構造強

度を確保するための

許容限界を十分下回

ることを確認 

極限支持力度＊

2480 kN/m2 

注 ：極限支持力度は，表 3-1 と同様に「基礎指針」に基づき算出する。 



 

12 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
2-
9
-
3-
4
 
R1
 

4. 応力解析による評価方法 

評価対象部位及び評価方針 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の応力解析による評価対象部位は基礎スラブとし，3 次元ＦＥ

Ｍモデルを用いた弾性応力解析により評価を行う。3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析

に当たっては，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」及び既工事計画認可申請

書 第 1 回申請 添付書類「Ⅲ-3-3-14 原子炉格納容器底部コンクリートマット強度計算書」よ

り荷重の組合せを行う。応力解析による評価フローを図 4-1 に示す。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価は，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生

する応力が「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

なお，断面の評価については，地盤物性のばらつきを考慮した断面力に対して行うこととす

る。 
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図 4-1 応力解析による評価フロー 

  

添付書類「Ⅴ-2-2-1 

原子炉建屋の 

地震応答計算書」 

通常荷重，積雪荷重 

運転時荷重＊1 

評価開始 

荷重の組合せ 

地震荷重＊2 

解析モデル及び諸元の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

注 ：[ ]内は，本資料における章番号を示す。 

注記 ＊1：ばらつきについては，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」に基づき設定する。 

＊2：温度荷重については，荷重状態Ⅲの地震荷重と組み合わせる。 

許容限界の設定 

（「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき設定） 

［4.2.1(1),(2),(4)］ ［4.2.1(3)］ 

［4.2.2］ 

［4.3］ 

［4.4］ 

［4.5.1］,[5.2] 

［4.5.2］,[5.2] 
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荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している荷

重及び荷重の組合せを用いる。 

 

荷重 

通常荷重（死荷重（D），活荷重（L），常時土圧荷重（E0）） 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎の基礎スラブに作用する通常荷重として次のものを考慮

する。 

死荷重（D），活荷重（L） 

死荷重および活荷重は，既工事計画認可申請書 第 1 回申請 添付書類「Ⅲ-3-3-14 原

子炉格納容器底部コンクリートマット強度計算書」に基づき表 4-1 のとおり設定する。 

 

表 4-1 死荷重及び活荷重（D，L） 

部位 通常荷重 （kN） 

O／W 397800＊1 

I／W 392300＊1 

S／W 309900＊1 

PCV  

RPV 基礎  

サプレッションプール水静水圧  

基礎盤上 171904＊3 

基礎盤自重 561020＊4 

 

注記 ＊1：既工事計画認可申請書 第 1 回申請 添付書類Ⅲ-3-3-14「原子炉

格納容器底部コンクリートマット強度計算書」に基づき設定。 

   ＊2：添付書類「Ⅴ-2-9-2-11 サプレッション・チェンバ底部ライナ

部の耐震性についての計算書」の最高水位より設定。 

   ＊3：添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」の地震応答

解析モデルに基づき設定。 

   ＊4：単位体積重量γ＝24 kN/m3として設定。 
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ty
pe

Ａ
ty

p
eＢ

typeＣ

ty
p
eＣ

typeＢ

常時土圧荷重（E0） 

原子炉建屋基礎盤に作用する常時土圧荷重は，ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版に基づ

き，下式を用いて算出した常時土圧により，地下外壁を介して作用する荷重及び基礎盤

側面に直接作用する荷重である。地下外壁を介して作用する荷重は，各階床で支持され

た連続梁モデルとして評価する。 

表 4-2（1／2）に常時土圧を，表 4-2（2／2）に常時土圧荷重（E0）を示す。 

γzKp 00

ここで， 

0p  ：深さ z(m)における単位面積当たりの静止土圧（kN/m2） 

0K  ：静止土圧係数（0.5） 

γ ：土の単位体積重量（kN/m3） 

表 4-2（1／2） 常時土圧 

EL. (m) γ (kN/m3) 
設計用常時土圧 

(kN/m3) 

8.0 20.6 0.0 

－4.0 20.6 123.6 

－9.0 20.6 175.0 

表 4-2（2／2） 常時土圧荷重（E0） 

NS 方向 EW 方向 

水平力 

(kN/m) 

曲げモーメント 

(kN･m/m) 

水平力 

(kN/m) 

曲げモーメント

(kN･m/m) 

Ａ部 － － 1104 1273 

Ｂ部 984 761 984 761 

Ｃ部 1298 2397 1298 2397 

 

 

 

の配置概念図］ 

-4.0

2.0

8.2

14.0

20.3

23.0

29.0

2.5

13.7

18.0

30.3

0.7

EL.
(m)

EL.
(m)

EL.
(m)

(typeＡ) (typeＢ) (typeＣ)

：床スラブ位置(支持点)

(t=900mm)

(t=1,000mm)

(t=1,500mm) (t=1,500mm) (t=1,500mm)

原子炉格納容器 

（PCV） 

外部ボックス壁 

（O/W） 

地下外壁 

Ａ
部

 

Ｂ部 

内部ボックス壁 

（I/W） 

Ｂ
部

 

Ｃ部

Ｃ
部

 

Ａ部 Ｂ部 Ｃ部 

ＰＮ
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運転時荷重（P1，T1，H1） 

原子炉格納容器底部コンクリートマットにおいて，運転時の状態で作用する荷重とし

て次のものを考慮する。 

 

運転時圧力（P1） 

運転時において，原子炉格納容器底部コンクリートマットの上面と下面の圧力差によ

って生じる荷重で，添付書類「Ⅴ-2-9-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算

書」より，次の値とする。 

P1＝－14 kPa 

 

運転時温度荷重（T1） 

運転時において，原子炉建屋基礎盤に生じる温度変化による荷重及び原子炉建屋基礎

盤の上面と下面との温度差によって生じる荷重で，既工事計画認可申請書 第 1 回申請 

添付書類「Ⅲ-3-3-14 原子炉格納容器底部コンクリートマット強度計算書」に基づき上

面と下面の温度を表 4-3 のとおり設定する。 

 

表 4-3 運転時温度荷重（T1） 

（単位：℃）

 記 号 
季 

節 

a 部 b 部 c 部 

上面 下面 上面 下面 上面 下面 

運転時 T1 
T1S 夏 32.22 15.00 40.00 15.00 40.00 15.00 

T1W 冬 32.22 15.00 10.00 15.00 10.00 15.00 

 

 

 

逃がし安全弁作動時荷重（H1） 

逃がし安全弁作動時において，原子炉格納容器内に考慮する水力学的動荷重は，添付

書類「Ⅴ-2-9-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算書」より，次の値とする。 

H1＝86.3 kPa，－40.2 kPa  

RPV基礎

(上面)

S/WCL

Ａ部 Ｂ部 Ｃ部

(下面)

PCV

a 部 b 部 c 部 
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地震荷重（Kd，Ks，Ed，Es） 

a. Ｓｄ地震荷重（Kd） 

水平地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される動的地震

力及び静的地震力より設定し，既工事計画認可申請書 第 1回申請 添付書類「Ⅲ-3-3-14 

原子炉格納容器底部コンクリートマット強度計算書」に基づき，各部位に分配する。 

鉛直地震力は，当該部分が支える重量に係数を乗じて算定する。鉛直地震力の算定に

用いる係数は，軸力を当該部分が支える重量で除して求めた係数（以下「層軸力係数」

という。）を考慮する。層軸力係数は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より

算定される動的な層軸力係数及び震度 0.3 を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮した高さ方向に一定の鉛直震度より算定される静的な層軸力係数より設

定する。 

水平方向のＳｄ地震荷重を表 4-4 及び表 4-5 に，鉛直方向のＳｄ地震荷重を表 4-6 に示

す。 

 

b. Ｓｓ地震荷重（Ks） 

水平地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定される動的地震力より

設定し，既工事計画認可申請書 第 1 回申請 添付書類「Ⅲ-3-3-14 原子炉格納容器底部

コンクリートマット強度計算書」に基づき，各部位に分配する。 

鉛直地震力は，当該部分が支える重量に，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より

算定される動的な層軸力係数を乗じて設定する。 

なお，Ｓｓ地震荷重は，応答スペクトルに基づく地震動（Ｓｓ－Ｄ１）による地震荷重

「Ｓｓ
*－１」，断層モデルに基づく地震動（Ｓｓ－２１，Ｓｓ－２２）による地震荷重「Ｓ

ｓ
*－２」及び震源を特定せず策定する地震動（Ｓｓ－３１）による地震荷重「Ｓｓ

*－３」

の 3 つの地震力を設定する。 

水平方向のＳｓ地震荷重を表 4-7 及び表 4-8 に，鉛直方向のＳｓ地震荷重を表 4-9 に示

す。 

 

c. 地震時増分土圧荷重（Ed，Es） 

原子炉建屋基礎盤に作用する地震時増分土圧荷重は，地震時増分土圧により地下外壁

を介して作用する荷重及び基礎盤側面に直接作用する荷重で，表 4-10 のとおり設定す

る。 
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表 4-4 地震荷重（Kd）（せん断力） 

(a) NS 方向 

部 位 

せん断力（kN） 

Ｓｄ 静的地震力 

O／W（東側） 111500 127600 

O／W（西側） 109500 125300 

I／W（東側） 70200 80300 

I／W（西側） 69650 79660 

S／W 79280 90690 

PCV 22200 22400 

RPV 基礎 18600 19000 

基礎盤 71070 97050 

 

(b) EW 方向 

部 位 

せん断力（kN） 

Ｓｄ 静的地震力 

O／W（北側） 120300 136100 

O／W（南側） 115700 130800 

I／W（北側） 70180 79360 

I／W（南側） 66900 75660 

S／W 81520 92190 

PCV 23200 23200 

RPV 基礎 19300 19600 

基礎盤 56900 85090 
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表 4-5 地震荷重（Kd）（曲げモーメント） 

(a) NS 方向 

部 位 

曲げモーメント（kN･m） 

Ｓｄ 静的地震力 

O／W（東側） 2164000 2255000 

O／W（西側） 2589000 2711000 

I／W（東側） 3578000 3734000 

I／W（西側） 3613000 3775000 

S／W 2732000 2848000 

PCV 416000 395000 

RPV 基礎 308000 315000 

基礎盤 2200000 1767000 

 

(b) EW 方向 

部 位 

曲げモーメント （kN･m） 

Ｓｄ 静的地震力 

O／W（北側） 3259000 3366000 

O／W（南側） 1441000 1484000 

I／W（北側） 3560000 3677000 

I／W（南側） 3742000 3878000 

S／W 2953000 3048000 

PCV 436000 411000 

RPV 基礎 317000 320000 

基礎盤 1992000 1616000 
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表 4-6 地震荷重（Kd）（軸力） 

部 位 

軸力（kN） 

Ｓｄ 静的地震力 

O／W 127296 95472 

I／W 125536 94152 

S／W 99168 74376 

PCV 5830 2120 

RPV 基礎 33100 13600 

基礎盤 147070 184186 
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表 4-7 地震荷重（Ks）（せん断力） 

(a) NS 方向 

部 位 

せん断力（kN） 

Ｓｓ
*－１ Ｓｓ

*－２ Ｓｓ
*－３ 

O／W（東側） 167500 163700 219400 

O／W（西側） 164500 160800 215500 

I／W（東側） 105500 103100 138200 

I／W（西側） 104700 102300 137100 

S／W 119100 116400 156100 

PCV 32900 28400 38300 

RPV 基礎 26600 26100 32400 

基礎盤 217200 149200 143000 

 

(b) EW 方向 

部 位 

せん断力（kN） 

Ｓｓ
*－１ Ｓｓ

*－２ Ｓｓ
*－３ 

O／W（北側） 178700 134400 230300 

O／W（南側） 171800 129200 221400 

I／W（北側） 104300 78410 134400 

I／W（南側） 99360 74750 128100 

S／W 121100 91080 156100 

PCV 34000 22400 39800 

RPV 基礎 27400 19100 33300 

基礎盤 200340 144660 126600 
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表 4-8 地震荷重（Ks）（曲げモーメント） 

 (a) NS 方向 

部 位 

曲げモーメント（kN･m） 

Ｓｓ
*－１ Ｓｓ

*－２ Ｓｓ
*－３ 

O／W（東側） 3245000 3381000 3812000 

O／W（西側） 3877000 4037000 4561000 

I／W（東側） 5362000 5586000 6303000 

I／W（西側） 5415000 5643000 6362000 

S／W 4095000 4267000 4811000 

PCV 593000 569000 813000 

RPV 基礎 432000 403000 561000 

基礎盤 3581000 2614000 5077000 

 

(b) EW 方向 

部 位 

曲げモーメント（kN･m） 

Ｓｓ
*－１ Ｓｓ

*－２ Ｓｓ
*－３ 

O／W（北側） 4856000 3989000 5692000 

O／W（南側） 2151000 1771000 2511000 

I／W（北側） 5314000 4378000 6207000 

I／W（南側） 5578000 4586000 6531000 

S／W 4405000 3623000 5150000 

PCV 615000 443000 849000 

RPV 基礎 432000 318000 570000 

基礎盤 3449000 2292000 4790000 
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表 4-9 地震荷重（Ks）（軸力） 

部 位 

軸力（kN） 

Ｓｓ
*－１ Ｓｓ

*－２ Ｓｓ
*－３ 

O／W 196911 242260 90698 

I／W 194189 238911 89444 

S／W 153401 188729 70657 

PCV 7650 10400 2950 

RPV 基礎 56100 62900 20200 

基礎盤 258750 306800 100050 

 

 

表 4-10 地震時増分土圧荷重 

(a) Ｓｄ地震時（Ed） 

 

NS 方向 EW 方向 

水平力 

（kN/m） 

曲げモーメント 

（kN･m/m） 

水平力 

（kN/m） 

曲げモーメント 

（kN･m/m） 

typeＡ － － 1063 1497 

typeＢ 825 522 825 522 

typeＣ 1508 4060 1508 4060 

注 ：Ａ部，Ｂ部及びＣ部の位置は，表 4-2 エラー! 参照元が見つかりません。の説明図を参照

のこと。 

 

(b) Ｓｓ地震時（Es） 

 

NS 方向 EW 方向 

水平力 

（kN/m） 

曲げモーメント 

（kN･m/m） 

水平力 

（kN/m） 

曲げモーメント 

（kN･m/m） 

typeＡ － － 1772 2495 

typeＢ 1427 1037 1375 870 

typeＣ 2634 7290 2513 6767 

注 ：Ａ部，Ｂ部及びＣ部の位置は，表 4-2 エラー! 参照元が見つかりません。の説明図を参照

のこと。 
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積雪荷重（S） 

積雪荷重（S）は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の地震力と積雪

荷重の組合せ及び添付書類「Ⅴ-2-9-3-1 原子炉建屋原子炉棟の耐震性についての計算

書」に基づき表 4-11 のように設定する。 

なお，本資料における「4.3 許容限界」以降で積雪荷重は，活荷重に含めて評価する。 

 

 

表 4-11 積雪荷重（S） 

荷重及び外力について想定する状態 積雪荷重 

地震時荷重（S 地震時） 210 N/m2 
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荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4-12 に示す。 

 

表 4-12 荷重の組合せ 

外力の状態 
荷重の組合せ 

応力状態 1＊1 応力状態 2＊2 

Ｓｄ地震時 D＋L＋E0＋P1＋H1＋Kd＋Ed D＋L＋E0＋P1＋H1＋Kd＋Ed＋T1

Ｓｓ地震時 D＋L＋E0＋P1＋H1＋Ks＋Es － 

注記 ＊1：応力状態 1 は，「ＣＣＶ規格」CVE-3210（用語の定義）より，各荷重状態において温度荷

重により生じる応力を除いた応力が生じている状態をいう。 

＊2：応力状態 2 は，「ＣＣＶ規格」CVE-3210（用語の定義）より，各荷重状態において応力が

生じている状態をいう。 

 

D ：死荷重 

L ：活荷重（地震時の積雪荷重 S 地震時を含む） 

E0 ：常時土圧荷重 

Ed，Es ：地震時増分土圧荷重 

Kd，Ks ：地震荷重 

T1 ：運転時温度荷重 

P1 ：運転時圧力＊3 

H1 ：逃がし安全弁作動時荷重＊3 

＊3：原子炉格納容器底部コンクリートマットに作用する。 
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許容限界 

応力解析による評価における原子炉棟基礎及び付属棟基礎の許容限界は，添付書類「Ⅴ-2-1-

9 機能維持の基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の方針に基づき，表 4-13 及

び表 4-14 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4-15 及び表 4-16 に示す。 

 

 

表 4-13 応力解析による評価における許容限界（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

原子炉棟基礎 

及び 

付属棟基礎 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

終局耐力＊2 

弾性設計用

地震動 

Ｓd 

原子炉棟基礎 

及び 

付属棟基礎 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

支持 

機能 

＊1 

機器・配管系等

の設備を支持

する機能を損

なわないこと 

基準地震動

Ｓｓ 

原子炉棟基礎 

及び 

付属棟基礎 

部材に生じる応力が

支持機能を維持する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

終局耐力＊2,3 

注記 ＊1：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれる。 

＊2：「技術基準解説書」に基づき，鉄筋の引張強度を 1.1 倍とする。 

＊3：Ｓクラスの設備を支持する機能への影響を検討し，安全機能の維持に十分な余裕があ

ることを確認したうえで適用する。 

 

  



 

27 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
9
-3
-
4 

R
0
 

 

表 4-14 応力解析による評価における許容限界（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

原子炉棟基礎 

及び 

付属棟基礎 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

終局耐力＊2 

弾性設計用

地震動 

Ｓd 

原子炉棟基礎 

及び 

付属棟基礎 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

短期許容応力度 

支持 

機能 

＊1 

機器・配管系等

の設備を支持

する機能を損

なわないこと 

基準地震動

Ｓｓ 

原子炉棟基礎 

及び 

付属棟基礎 

部材に生じる応力が

支持機能を維持する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

終局耐力＊2 

注記 ＊1：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれる。

＊2：「技術基準解説書」に基づき，鉄筋の引張強度を 1.1 倍とする。 
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表 4-15 コンクリートの許容応力度 

外力の状態

設計基準強度

Fc 

（N/mm2） 

応力状態 1 応力状態 2 

圧縮 

（N/mm2） 

せん断 

（N/mm2） 

圧縮 

（N/mm2） 

せん断 

（N/mm2） 

Ｓｄ地震時 22.1 14.7 1.06 16.5 1.06 

Ｓs地震時 22.1 － 1.06 － － 

 

 

表 4-16 鉄筋の許容応力度 

外力の状態

引張及び圧縮 

（N/mm2） 

面外せん断補強 

（N/mm2） 

SD345＊ SD345＊ 

Ｓd地震時 345 345 

Ｓｓ地震時 345 345 

注記 ＊：既工事計画の鉄筋の種類は SD35 であるが，現在の規格（SD345）

に読み替えた許容応力度を示す。 
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解析モデル及び諸元 

モデル化の基本方針 

基本方針 

応力解析は，3次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析を実施する。解析には，解析コー

ド「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver. 2016.1.1」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当

性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概要・

ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

基礎盤については，EL.－9.0 m～EL.－4.0 m をモデル化する。上部構造については，EL.

－4.0 m～EL.14.0 m をモデル化し，剛性を考慮する。解析モデルを図 4-2 に示す。 

本解析モデルは，添付書類「Ⅴ-2-9-2-2 原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐

震性についての計算書」の「4.4 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルと同一である。 

 

使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎盤についてはシェル要素とする。また，基礎

盤より立ち上がっている耐震壁については，はり要素として剛性を考慮する。解析モデル

の節点数は 1948，要素数は 2180 である。 

 

境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎底面に，添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」

に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設ける。3 次元ＦＥＭモデ

ルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウェイばねを，鉛直方向のばね

については，地震応答解析モデルのロッキングばねを基に設定を行う。 

なお，基礎底面の地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮き上がりを考慮する。 

 

解析諸元 

使用材料の物性値を表 4-17 に示す。 
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図 4-2 解析モデル 

表 4-17 使用材料の物性値 

部 位 

コンクリートの

設計基準強度

Fc（N/mm2）

ヤング係数

E（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

基礎盤 22.1 2.21×104 0.2 
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評価方法 

応力解析方法 

原子炉建屋基礎盤について，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して 3次元ＦＥＭモデルを用

いた弾性応力解析を実施する。 

荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

DL ：死荷重＋活荷重 

E0 ：常時土圧荷重 

EdNS ：NS 方向 Ｓｄ地震時増分土圧 

EdEW ：EW 方向 Ｓｄ地震時増分土圧 

EsNS ：NS 方向 Ｓｓ地震時増分土圧 

EsEW ：EW 方向 Ｓｓ地震時増分土圧 

Kd1SN＊1 ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Kd1WE＊1 ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Kd1DU＊1 ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Kd2SN＊1 ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

Kd2WE＊1 ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

Kd2DU＊1 ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

KsSN＊1 ：S→N 方向 Ｓｓ地震荷重 

KsWE＊1 ：W→E 方向 Ｓｓ地震荷重 

KsDU＊1 ：鉛直方向 Ｓｓ地震荷重 

T1 ：運転時温度荷重＊2 

P1 ：運転時圧力＊2 

H1 ：逃がし安全弁作動時荷重＊2

注記 ＊1：計算上の座標軸を基準として，EW 方向は W→E方向の加力， 

NS 方向は S→N 方向の加力，鉛直方向は上向きの加力を記載してい

る。 

＊2：原子炉格納容器底部コンクリートマットに作用する。 

荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4-18 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程ＪＥＡＣ４６

０１－2008（（社）日本電気協会，2008）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は 1.0 と

0.4）を用いるものとする。 
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表 4-18（1／2） 荷重の組合せケース 

外力の状態 
ケース

No.
荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 1－1 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd1SN＋0.4Kd1DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－2 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd1WE＋0.4Kd1DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－3 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd1SN＋0.4Kd1DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－4 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd1WE＋0.4Kd1DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－5 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd1SN－0.4Kd1DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－6 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd1WE－0.4Kd1DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－7 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd1SN－0.4Kd1DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－8 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd1WE－0.4Kd1DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－9 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4Kd1SN＋1.0Kd1DU＋0.4EdNS＋[T1] 

1－10 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4Kd1WE＋1.0Kd1DU＋0.4EdEW＋[T1] 

1－11 DL＋E0＋P1＋H1－0.4Kd1SN＋1.0Kd1DU＋0.4EdNS＋[T1] 

1－12 DL＋E0＋P1＋H1－0.4Kd1WE＋1.0Kd1DU＋0.4EdEW＋[T1] 

1－13 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4Kd1SN－1.0Kd1DU＋0.4EdNS＋[T1] 

1－14 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4Kd1WE－1.0Kd1DU＋0.4EdEW＋[T1] 

1－15 DL＋E0＋P1＋H1－0.4Kd1SN－1.0Kd1DU＋0.4EdNS＋[T1] 

1－16 DL＋E0＋P1＋H1－0.4Kd1WE－1.0Kd1DU＋0.4EdEW＋[T1] 

1－17 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd2SN＋1.0Kd2DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－18 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd2WE＋1.0Kd2DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－19 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd2SN＋1.0Kd2DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－20 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd2WE＋1.0Kd2DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－21 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd2SN－1.0Kd2DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－22 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0Kd2WE－1.0Kd2DU＋1.0EdEW＋[T1] 

1－23 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd2SN－1.0Kd2DU＋1.0EdNS＋[T1] 

1－24 DL＋E0＋P1＋H1－1.0Kd2WE－1.0Kd2DU＋1.0EdEW＋[T1] 

注 ：[ ]は応力状態 2に対する荷重を表す。 
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表 4-18（2／2） 荷重の組合せケース 

外力の状態 
ケース

No.
荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 2－1 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0KsSN＋0.4KsDU＋1.0EsNS 

2－2 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0KsWE＋0.4KsDU＋1.0EsEW 

2－3 DL＋E0＋P1＋H1－1.0KsSN＋0.4KsDU＋1.0EsNS 

2－4 DL＋E0＋P1＋H1－1.0KsWE＋0.4KsDU＋1.0EsEW 

2－5 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0KsSN－0.4KsDU＋1.0EsNS 

2－6 DL＋E0＋P1＋H1＋1.0KsWE－0.4KsDU＋1.0EsEW 

2－7 DL＋E0＋P1＋H1－1.0KsSN－0.4KsDU＋1.0EsNS 

2－8 DL＋E0＋P1＋H1－1.0KsWE－0.4KsDU＋1.0EsEW 

2－9 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4KsSN＋1.0KsDU＋0.4EsNS 

2－10 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4KsWE＋1.0KsDU＋0.4EsEW 

2－11 DL＋E0＋P1＋H1－0.4KsSN＋1.0KsDU＋0.4EsNS 

2－12 DL＋E0＋P1＋H1－0.4KsWE＋1.0KsDU＋0.4EsEW 

2－13 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4KsSN－1.0KsDU＋0.4EsNS 

2－14 DL＋E0＋P1＋H1＋0.4KsWE－1.0KsDU＋0.4EsEW 

2－15 DL＋E0＋P1＋H1－0.4KsSN－1.0KsDU＋0.4EsNS 

2－16 DL＋E0＋P1＋H1－0.4KsWE－1.0KsDU＋0.4EsEW 
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荷重の入力方法 

通常荷重及び運転時荷重 

解析モデルの各節点における支配面積に応じた節点力として入力する。 

地震荷重 

上部構造物である RPV 基礎，PCV 及び各耐震壁からの地震時反力を考慮する。 

水平地震力は，上部構造物からのせん断力及び曲げモーメントとし，せん断力は水平

力に置換し，解析モデルの各節点における支配面積に応じた節点力として入力し，曲げ

モーメントは鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点力とし

て入力する。 

鉛直地震力は，上部構造物からの軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点にお

ける支配面積に応じた節点力として入力する。 

また，基礎盤内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重と基

礎盤底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の面積に応じて分配し，節点力と

して入力する。 
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断面の評価方法 

Ｓｄ地震時 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎について，軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力

が，各許容値を超えないことを確認する。 

軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱として

算定する。 

Ｓｄ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋の引張応力度及びコンクリ

ートの圧縮応力度を算定する際は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，表 4-15 及び表 4-16 に示

す許容応力度を超えないことを確認する。 

面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力が，次

式を基に算定した許容面外せん力を超えないことを確認する。 

QA=b j{α fs+0.5 fw t
	 pw-0.002	 } 

ここで， 

QA ： 許容面外せん断力（N） 

b ： 断面の幅（mm） 

j ： 断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8倍の値（mm） 

α ： 許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1未満の場合は 1とする。） 

α=
4

M (Q d)	 +1

M ： 曲げモーメント（N･mm） 

Q ： せん断力（N） 

d ： 断面の有効せい（mm） 

fs ： コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4-15 に示す値（N/mm2） 

fw t
 ： せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4-16 に示す値（N/mm2）

pw ： せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。） 

pw=
aw
bx

aw ： せん断補強筋の断面積（mm2） 

x ： せん断補強筋の間隔（mm） 
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Ｓｓ地震時 

原子炉棟基礎及び付属棟基礎について，軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力

が，各許容値を超えないことを確認する。 

軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱として

算定する。 

断面の評価は，評価対象部位に生じる曲げモーメントが，次式に示す「ＲＣ－Ｎ規準」

の機能保持検討に基づいて求めた柱の曲げ終局強度を超えないことを確認する。 

MU=	 0.8at σy D൅ 0.12b D2 Fc	
Nmax 	 N

Nmax 	 0.4b D Fc
0.4b D Fc ൏ N 	 Nmax

MU=0.8at σy D൅ 0.5N D 	 1
N

b D Fc
			0 	 N 	 0.4b D Fc 

MU=0.8at σy D൅ 0.4N D 			Nmin 	 N ൏ 0

ここで， 

MU ： 曲げ終局強度（N･mm） 

Nmax ： 中心圧縮時終局強度であり，次の計算式による値（N） 

Nmax ൌ b D Fc ൅ ag σy

Nmin ： 中心引張時終局強度であり，次の計算式による値（N） 

Nmin ൌ 	 ag σy

N ： 柱軸方向力であり，圧縮側を正とする。（N） 

at ： 引張主筋断面積（mm2） 

ag ： 柱主筋全断面積（mm2） 

b ： 柱断面幅（mm） 

D ： 柱断面せい（mm） 

σy ： 鉄筋の引張に対する材料強度であり，表 4-16 に示す値の 1.1 倍（N/mm2） 

Fc ： コンクリートの圧縮に対する材料強度であり，表 4-15 に示す値（N/mm2）



37 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
9
-3
-
4

R
1
 

面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力が，次

式を基に算定した許容面外せん力を超えないことを確認する。 

QA=b j{α fs+0.5 fw t
	 pw-0.002	 } 

ここで， 

QA ： 許容面外せん断力（N） 

b ： 断面の幅（mm） 

j ： 断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8倍の値（mm） 

α ： 許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1未満の場合は 1とする。） 

α=
4

M (Q d)	 +1

M ： 曲げモーメント（N･mm） 

Q ： せん断力（N） 

d ： 断面の有効せい（mm） 

fs ： コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4-15 に示す値（N/mm2） 

fw t
 ： せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4-16 に示す値（N/mm2）

pw ： せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。） 

pw=
aw
bx

aw ： せん断補強筋の断面積（mm2） 

x ： せん断補強筋の間隔（mm） 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力の算定において，ＦＥＭ要素に応力集中等が見られ

る場合については，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，応力の再配分等を考慮して，ある一定の

領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行う。 
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5. 評価結果

地震応答解析による評価結果 

地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

(1) Ｓｓ地震時の確認結果

地盤物性のばらつきを考慮した地震時の最大接地圧が 1087 kN/m2（Ｓｓ－３１，EW方向）

以下であることから，地盤の極限支持力度（2480 kN/m2）を超えないことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5-1～表 5-3 に示す。 

(2) Ｓｄ地震時の確認結果

地盤物性のばらつきを考慮した地震時の最大接地圧が 764 kN/m2（Ｓｄ－３１，EW方向）以

下であることから，地盤の短期許容支持力度（1650 kN/m2）を超えないことを確認した。 

Ｓｄ地震時の最大接地圧を表 5-4～表 5-6 に示す。 
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表 5-1 Ｓｓ地震時の最大接地圧（基本ケース） 

地震動 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

Ｓｓ－Ｄ１ 944 951 

Ｓｓ－１１ 634 669 

Ｓｓ－１２ 672 688 

Ｓｓ－１３ 675 694 

Ｓｓ－１４ 628 628 

Ｓｓ－２１ 932 714 

Ｓｓ－２２ 930 845 

Ｓｓ－３１ 1034 1039 

表 5-2 Ｓｓ地震時の最大接地圧（地盤物性＋σ考慮モデル） 

地震動 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

Ｓｓ－Ｄ１ 987 993 

Ｓｓ－２１ 964 744 

Ｓｓ－２２ 1000 906 

Ｓｓ－３１ 1059 1065 

表 5-3 Ｓｓ地震時の最大接地圧（地盤物性－σ考慮モデル） 

地震動 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

Ｓｓ－Ｄ１ 910 915 

Ｓｓ－２１ 879 685 

Ｓｓ－２２ 867 788 

Ｓｓ－３１ 1083 1087 



40 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
9
-3
-
4

R
1
 

表 5-4 Ｓｄ地震時の最大接地圧（基本ケース） 

地震動 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

Ｓｄ－Ｄ１ 714 717 

Ｓｄ－１１ 525 544 

Ｓｄ－１２ 553 560 

Ｓｄ－１３ 553 563 

Ｓｄ－１４ 523 527 

Ｓｄ－２１ 682 573 

Ｓｄ－２２ 692 644 

Ｓｄ－３１ 745 748 

表 5-5 Ｓｄ地震時の最大接地圧（地盤物性＋σ考慮モデル） 

地震動 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

Ｓｄ－Ｄ１ 734 737 

Ｓｄ－２１ 705 586 

Ｓｄ－２２ 724 669 

Ｓｄ－３１ 761 764 

表 5-6 Ｓｄ地震時の最大接地圧（地盤物性－σ考慮モデル） 

地震動 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

Ｓｄ－Ｄ１ 690 693 

Ｓｄ－２１ 665 561 

Ｓｄ－２２ 666 623 

Ｓｄ－３１ 728 731 
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応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3次元ＦＥＭモ

デルの配筋領域図を図 5-1 に，配筋一覧を表 5-7 に示す。 

(1) Ｓｄ地震時

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力に対す

る評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 5-2 に，評価結果を表 5-8 に示す。 

Ｓｄ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋の引張応力度及びコンクリー

トの圧縮応力度並びに面外せん断力を算定し，各許容値を超えないことを確認した。

(2) Ｓｓ地震時

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力に対す

る評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 5-3 に，評価結果を表 5-9 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメント並びに面外せん断力が，各許容値を超えな

いことを確認した。 
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図 5-1 配筋領域図 

表 5-7 配筋一覧 

(a) 格子配筋

領域 方向 上端筋 下端筋 

H 
EW 3-D38＠200 3-D38＠200

NS 3-D38＠200 3-D38＠200

I 
EW D38＠200＋2-D38＠400 D38＠200＋2-D38＠400 

NS 3-D38＠200 3-D38＠200

J 
EW 3-D38＠200 3-D38＠200

NS D38＠200＋2-D38＠400 D38＠200＋2-D38＠400 

K 
EW D38＠200＋2-D38＠400 D38＠200＋2-D38＠400 

NS D38＠200＋2-D38＠400 D38＠200＋2-D38＠400 

(b) ｒ－θ 方向配筋

領域 方向 上端筋 下端筋 

G 
半径 68-D38/45°（4 段） 68-D38/45°（4 段）

円周 4-D38＠200 4-D38＠200

GHI I

J

J

K K

K K

PN
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図 5-2 結果を記載する要素の位置（Ｓｄ地震時） 

  

PN

 要素番号：851
 鉄筋

 要素番号：280
 コンクリート

 要素番号：280
 面外せん断力
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

(b) 面外せん断力 

図 5-3 結果を記載する要素の位置（Ｓｓ地震時） 

  

PN

 要素番号：626
 EW方向

 要素番号：851
 NS方向

PN

 要素番号：465
 EW方向

 要素番号：851
 NS方向
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表 5-8 評価結果（Ｓｄ地震時） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント

コンクリート圧縮応力度 

（N/mm2） 
半径 280 1-22 7.32 16.5 

鉄筋引張応力度 

（N/mm2） 
NS 851 1-19 242 345 

面外せん断力 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
半径 280 1-22 0.976 1.90 

 

 

表 5-9 評価結果（Ｓｓ地震時） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント

曲げモーメント 

（×103 kN･m/m） 

NS 851 2-7 10.9 12.2 

EW 626 2-6 23.2 32.4 

面外せん断力 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 

NS 851 2-1 1.60 2.19 

EW 465 2-4 1.90 2.19 
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別紙 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した検討 

（原子炉建屋基礎盤） 
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1. 概要 

原子炉建屋の設備の補強や追加等の改造工事に伴う重量増加を考慮した応答増幅の影響につい

ての検討を行う。 

添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書 別紙 原子炉建屋における改造工事に伴

う重量増加を反映した地震応答解析」に示した地震応答解析結果の応答比率を用いて，原子炉建

屋基礎盤の応力解析による評価結果への影響を検討する。 

 

2. 検討方針 

原子炉建屋基礎盤を対象として，設備の補強や追加等の改造工事に伴う重量増加を考慮した応

答比率と応力評価結果より影響検討を行う。 

原子炉建屋基礎盤は，1 次遮蔽壁（以下「シェル壁（S／W）」という。），原子炉建屋原子炉棟（以

下「原子炉棟」という。）の外壁（以下「内部ボックス壁（I／W）」という。）及び原子炉建屋付属

棟（以下，「付属棟」という。）の外壁（以下「外部ボックス壁（O／W）」という。）からの基礎へ

の地震時せん断力及び軸力を地震荷重として考慮することから，原子炉建屋基礎盤上層（要素番

号(10),EL.－4.0 m～EL.2.0 m）の最大応答せん断力及び軸力の各方向の応答比率の最大値を割

増係数として設定し，応力評価結果の発生値に乗じて各許容値を超えないことを確認する。 

表 2-1 に要素番号(10)の最大応答せん断力及び軸力の各方向の応答比率と割増係数を示す。 
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表 2-1 重量増加を考慮した割増係数：原子炉建屋基礎盤 

 NS 方向 EW 方向 UD 方向 

要素番号(10) 1.02＊1 1.02＊1 1.02＊1 

割増係数 1.02＊2 

注記 ＊1：添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書 別紙 原子炉建

屋における改造工事に伴う重量増加を反映した地震応答解析」に示す

要素番号(10)の最大応答せん断力及び軸力の応答比率 

＊2：各方向の応答比率の最大値 

          

       NS 方向及び EW方向             UD 方向 

  

EL.
(m)

-9.00

-4.00

2.00

8.20

14.00

20.30

29.00

34.70

38.80

46.50

57.00

63.65

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ｋ6

地盤ばね

Ｋ5

Ｋ1

Ｋ2

Ｋ3

Ｋ4
(11)

(10)

(9)

(8)

(7)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

(1)

EL.
(m)

-9.00

-4.00

2.00

8.20

14.00

20.30

29.00

34.70

38.80

46.50

57.00

63.65

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 22 23 24 25

外壁・
シェル壁部 屋根トラス部

 C.L.

地盤ばね　Ｋ1

Ｋθ

基礎スラブ(11)

(10)

(9)

(8)

(7)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

(1)

(21) (22) (23) (24)
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3. 検討結果 

各荷重状態における評価結果を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 

重量増加を考慮した割増係数を乗じた結果においても，各許容値を超えないことを確認した。 

 

  



 

別紙-4 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
9
-3
-
4 

別
紙

 
R
0 

表 3-1 重量増加を考慮した評価結果：Ｓｄ地震時 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 

発生値 

① 

割増

係数

② 

①×② 許容値

軸力 

＋ 

曲げ 

モーメント 

コンクリート圧縮応力度

（N/mm2） 
半径 280 1-22 7.32 1.02 7.47 16.5 

鉄筋引張応力度 

（N/mm2） 
NS 851 1-19 242 1.02 247 345 

面外 

せん断力 

面外せん断応力度 

（N/mm2） 
半径 280 1-22 0.976 1.02 0.996 1.90 

 

表 3-2 重量増加を考慮した評価結果：Ｓｓ地震時 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 

発生値 

① 

割増

係数

② 

①×② 許容値

軸力 

＋ 

曲げ 

モーメント 

曲げモーメント 

（×103 kN･m/m） 

NS 851 2-7 10.9 1.02 11.2 12.2 

EW 626 2-6 23.2 1.02 23.7 32.4 

面外 

せん断力 

面外せん断応力度 

（N/mm2） 

NS 851 2-1 1.60 1.02 1.64 2.19 

EW 465 2-4 1.90 1.02 1.94 2.19 
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4. まとめ 

原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した地震応答解析に基づき影響検討を行い，

重量増加を考慮した場合においても安全上問題とならないことを確認した。 

 

 




